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令和４年度第１回 新居浜市国民健康保険運営協議会 議事録 

 

 

１ 日 時 令和４年７月１３日（水） １４：００～１５：００ 

 

２ 場 所 新居浜市消防防災合同庁舎５階 災害対策室 

 

３ 出席者（委員）※敬称略 

【被保険者代表】        藤川 妙子  鴻池 多喜子   

【保険医又は保険薬剤師代表】 江盛 康之  北村 好隆  村上 宏之 

【公益代表】         伊藤 優子  伊藤 謙司  藤原 雅彦  頼木 煕子 

【被用者保険等保険者代表】 尾崎 行雄 

【事務局】          古川福祉部長 菅国保課長 岡田副課長 神田副課長 

岩崎副課長  藤岡係長  近藤係長  髙月主査 

 

 

４ 欠席者（委員）３名 ※敬称略 

 【被保険者代表】       三木 由香里 

 【保険医又は保険薬剤師代表】 今中  徹 

【被用者保険等保険者代表】 山岡 直生 

 

５ 傍聴人 ０人 

 

６ 議題 

（１）令和３年度新居浜市国民健康保険事業特別会計の決算状況について 

（２）令和５年度国民健康保険料（案）について 

（３）その他 
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定刻が参りましたので、ただいまから令和４年度第１回新居浜市国民健康保険運

営協議会を開会いたします。 

まず、本日の出欠についてですが、被保険者代表の三木委員、保険医代表の今中

委員、被用者保険等代表で、７月１日付けで前島委員に代わって就任されました山

岡委員から欠席のご連絡がありました。 

次に、被保険者代表の藤本委員から、６月１４日付けで辞任届が提出され、１名

欠員となりました。このため、現在、被保険者を代表する新たな委員を、ホームペ

ージにおいて、７月１５日（金曜日）まで、公募していますことを報告します。 

それでは、今年度第１回目の運営協議会であり、委員の交代等もありましたので、

委員の皆様方に、簡単に自己紹介をお願いしたいと思います。 

伊藤優子委員さんより、お願いいたします。 

 

（委員自己紹介） 

 

ありがとうございました。 

続きまして、事務局からも自己紹介をさせていただきます。 

福祉部長からお願いします。 

 

(事務局自己紹介) 

 

なお、本日の会議については、新居浜市国民健康保険条例施行規則第６条に規定

されています「全委員の２分の１以上、かつ、各代表委員１名以上の出席」の条件

を満たしており、会議は成立していることを報告します。あわせて、この会議は公

開とさせていただきますので、ご了承ください。 

それではまず、議事に先立ち、議事録署名委員の決定を行います。今回は「被保険

者代表」の藤川委員と、「保険医代表」の江盛委員にお願いしたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。 

 

（全委員異議なし） 

 

両委員さん、よろしくお願いいたします。 

次に、開会に当たり、古川福祉部長より、ご挨拶申し上げます。 

 

(福祉部長挨拶) 

 

続いて、伊藤優子会長にご挨拶をお願いいたします。 

 

（会長挨拶） 

 

 ありがとうございました。続いて、これより議事に入りますが、国民健康保険条
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例施行規則第５条の規定により、会長が議事の進行を行うこととありますので、 

伊藤優子会長に、これからの議事進行をお願いします。 

 

それでは、議題のうち「令和３年度新居浜市国民健康保険事業特別会計の決算状

況について」、事務局より説明を求めます。 

 

令和３年度新居浜市国民健康保険事業特別会計の決算状況について、説明します。

お手元の資料３ページをお開きください。（ア）概要について、説明します。 

国民健康保険の県単位化により、財政運営の主体が平成３０年度から県に移行し

ましたことから、歳入においては、県支出金が、また歳出においては、県が各市町

に交付する保険給付費等交付金の財源となる事業費納付金が、県単位化前と比較し

ますと大きく金額が変動しており、また大きなウエイトを占めています。 

令和３年度の国民健康保険特別会計の総額は、歳入歳出同額の１２０億４３５万

２，０００円となり、対前年度比では、１億２，１２２万７，０００円の減となり

ました。 

次に、４ページをお開きください。（イ）主な歳入について、説明します。 

国民健康保険料については、被保険者数が年々減少していることから、令和３年

度は、令和２年度に比べ、保険料収入が４，１３７万６，０００円減少しており、

現年度分、滞納繰越分を合わせた総額は、１７億９，５７５万５，０００円となり

ました。 

また、徴収率については、令和２年度と比べて０．７４ポイント増の９３．８８％

であり、県内１１市の徴収順位については、まだ公表されていませんが、昨年度と

同程度の高い徴収率を維持しています。 

次に、５ページをごらんください。 

県支出金、８８億８，６０３万１，０００円については、主に県内の各市町が給

付した保険給付費全額を県が交付する「保険給付費等交付金」が、８６億 

３，７２５万１，０００円、各保険者の医療費適正化に対する取組、収納率向上へ

の取組などに対し、一定の基準に基づき国から交付される「保険者努力支援制度交

付金」が３，５９９万３，０００円の交付となっています。なお、本市の評価につ

いては、下の表のとおり、県内で１４位、全国で１，０２３位という結果でした。

昨年度と比較しますと、合計得点、順位ともそれぞれ下がっています。 

次に、６ページをお開きください。 

一般会計繰入金、１１億６，１２５万９，０００円については、保険料軽減額（７

割・５割・２割）に応じて交付される基盤安定繰入金が６億３，４４７万 

３，０００円、事務費に応じて繰入される職員給与等繰入金が２億１，０６４万 

４，０００円、出産育児一時金等繰入金が１，２８６万９，０００円、高齢者数等

に応じて交付される財政安定化支援事業繰入金が１億９，２０６万３，０００円、

その他一般会計繰入金が１億１，１２１万円となっています。 

次に、７ページをごらんください。（ウ）主な歳出について、説明します。 

保険給付費については、令和３年度における入院、外来の保険給付の際、医療機
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関等に支払う療養給付費や高額療養費等合わせた額が、８６億５，８９９万 

５，０００円となりました。 

保険給付費については、被保険者数の減少や、診療報酬の改定などにより年々減

少傾向ですが、下のグラフのとおり、１人当たり医療費は、令和３年度は僅かに上

昇しており、被保険者の高齢化等により年々増加傾向にあると考えられます。 

次に、８ページをお開きください。 

保健事業費、１億７８２万３，０００円については、特定健康診査等事業費 

７，８９７万３，０００円、保健衛生普及費１，１８７万円、諸費（はり・きゅう

補助）１，６９８万円となりました。 

次に、特定健診等の実績を下の表に記載しています。令和３年度の数値は速報値

となりますが、令和４年５月末時点で特定健康診査の受診率は、３２．３％と、令

和２年度と比較して３．４ポイントの増加、特定保健指導の指導率は、現時点にお

いては４７．４％と令和２年度より９．７ポイント減少していますが、最終的には

令和２年度水準まで達成するものと考えています。 

次に、９ページをごらんください。 

事業費納付金、２９億３，５２０万６，０００円については、県から交付される

県支出金のうち、保険給付費等交付金の財源となるもので、平成３０年度の国保の

県単位化において創設されました。各市町はこの事業費納付金に応じて保険料の料

率を設定しています。 

最後に、１０ページをお開きください。（エ）国民健康保険財政調整基金につい

て、説明します。 

歳入不足など不測の事態が生じた場合のための積立金であり、令和３年度につい

ては、新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、保険料の改定を行わなかったこと

による歳入の不足補填のため基金の取崩しを行った影響から、前年より８，４９３

万７，０００円減の１億５４７万９，６７２円となりました。 

以上で、令和３年度新居浜市国民健康保険事業特別会計の決算状況の説明を終わ

ります。 

 

 ただいまの説明について、何か質問はありませんか。 

 

 資料６ページ、一般会計からの繰入金のうち、財政安定化支援事業繰入金につい

ては、平準化のために、高齢者数に応じて国から交付されていますが、本市のその

高齢者数は何人となっていますか。 

 

 財政安定化支援事業繰入金に係る高齢者数については、正確な数値を持ち合わせ

ていませんので、次回の会議において、資料を準備し、説明させていただきたいと

思いますが、よろしいでしょうか。 

 

 相当な金額であったため、質問しました。改めて教えてください。 
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 また準備をお願いします。 

他にご質問等がないようでしたら、議題２「令和５年度国民健康保険料（案）に

ついて」、事務局より説明を求めます。 

 

令和５年度国民健康保険料（案）について、説明します。 

まず、１２ページをお開きください。 

令和４年度以降の保険料決定までの経緯については、令和２年度の第２回運営協

議会（書面開催）において「令和４年度以降の保険料について」提案した事項を受

けて、令和３年度の６月３０日に第１回運営協議会を開催し、「令和４年度以降の

国民健康保険料の段階的な引上げ（案）について」を提案・説明し、各委員の御意

見に基づき、庁内での方針決定を行うため、８月２５日に市長、両副市長をはじめ、

企画財政部門で構成されたメンバーによる政策会議で審議を行いました。その審議

内容を踏まえ、１０月２１日に第２回運営協議会で「令和４年度以降の国民健康保

険料率の見直しについて」を審議し、協議会で最終的な取りまとめを行いました。  

次に、令和４年度保険料率についての市長からの諮問に備え、算定した令和４年

度保険料を令和４年１月２６日の第３回運営協議会で諮り、決定しました。その翌

日の１月２７日に運営協議会として伊藤優子会長が市長へ答申を行いました。また、

議会に対して御意見を伺うため、３月２４日の議員全員協議会において説明を行っ

ております。そのあと、令和４年度予算決定されました。 

次に、１３ページをごらんください。 

令和４年度については、４月１５日付けで令和４年度国民健康保険料率の告示を

行いました。国保被保険者等の市民に向けた広報については、お手元の別紙資料の

とおり、５月２７日に市のホームページに、６月１日に市政だより（６月号）に、

６月４日号のタウン誌「マイタウン」にそれぞれ掲載し、啓発に努めており、窓口

対応、電話対応についても体制を整えております。本日７月１３日付けで令和４年

度国民健康保険料決定通知書を国保加入世帯者へ送付する予定としています。支払

については、１年間分の保険料を７月末から３月末の９回に分けて支払っていただ

くことになります。以上がこれまでの経緯となります。 

続いて、１４ページをお開きください。 

これについては、昨年度運営協議会でお示ししたモデルケースごとの保険料を比

較したものになります。標準的な世帯構成を５つのモデルに設定し、令和３年度を

基準にして、令和４年度からの年間保険料の推移をグラフ化したものです。 

次に、１５ページをごらんください。 

上の表については、令和４年度からおおむね５年間をめどに段階的に保険料率を

引上げる基準となるものです。保険料率の県内統一に向けた目標値としては、令和

８年度の数値が基準となり、所得割で１５．５７％、均等割で４４，３００円、平

等割で２８，９００円の水準を目指すことになります。下のグラフを見ていただく

と、令和４年度から令和６年度までの３年間は緩やかに上昇し、令和７年度・８年

度は上昇率が高くなっています。この資料をもって方針決定をしていますので、事
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務局としてはこの方針で進めていきたいと考えています。 

しかしながら、今後の様々な状況によっては、例えば、医療費の増加傾向が続く

ことや、被保険者減少による保険料収入の減少等により国保財政を圧迫するおそれ

があり、計画どおりに目標を達成することができないと考えられる場合は、現在の

目標数値より高く設定するか、あるいは引上げ年数を延長していくか等の検討が必

要となります。この内容をベースに大幅に変更を要する場合には、当協議会におい

て諮らせていただきますので、よろしくお願いします。 

次に、１６ページをお開きください。 

令和５年度国民健康保険料率（案）については、先ほど説明しましたとおり、方

針決定された数値での引上げを考えています。 

国民健康保険料は「医療分」、「後期高齢者支援金等分」、「介護納付金分（４０

歳から６５歳未満までの方が対象）」の３つで構成されています。 

今回提案する保険料率は、この表の下の黄色の部分で所得割額１４．１９％（４

年度比で０．３１ポイント増）、均等割額で４０，７００円（４年度比で９００円

増）、平等割額で２６，９００円（４年度比で６００円増）となり、令和４年度保

険料率と同等の引上げ割合となっています。 

次に、１７から１８ページをごらんください。 

保険料改定による被保険者への影響について、説明します。１世帯から４人世帯

までの年間保険料を介護納付金あり、なし別で、所得区分別に試算しています。例

えば１７ページの上の表の介護納付金なしの、１人世帯の場合の所得区分別年間保

険料を見てみますと、所得４３万円以下の世帯については、改定額が３６０円増と

比較的小幅にとどまっています。これは低所得世帯に対しては、均等割と平等割の

軽減措置が適用されているため、改定額の影響が抑えられていることになります。 

所得が高い世帯ほど、改定額が大きくなり、所得５００万円の世帯の場合は、 

１２，１７０円増となります。また、今回の保険料（案）は、負担の急増を避ける

ため、被保険者の負担に配慮し、改定幅を約２％増にとどめるようにしています。 

それぞれの世帯における改定額については、後ほどお目通しをいただきたいと思

います。 

次に、１９ページをお開きください。 

モデルケース別の保険料内訳については、モデルケース５パターンを想定し、令

和５年度において、年間どの程度保険料の引上げとなるかシミュレーションした結

果を記載しています。 

なお、記載のモデルケースについては、料率改定の影響について説明しやすい世

帯構成、所得状況を抽出しており、それぞれのモデルが新居浜市国民健康保険の代

表的な例ではありませんことを、ご了承ください。 

次に、２０ページをお開きください。 

新居浜市と同様の３方式を採用している松山市との【モデルケース１】から【モ

デルケース５】の保険料の比較表を掲載しています。新居浜市の令和５年度の予定

保険料率と松山市の令和４年度の保険料率で試算を行っていますが、本市において

は、現時点で段階的に引上げを行っていますので、当然、松山市より安い保険料の
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設定となっています。なお、最終的には松山市の現保険料率が変わらないとすれば、

同程度の保険料率となる予定です。 

最後に、２１ページをごらんください。 

今後の保険料決定のスケジュールについて、説明します。 

まず本日の会議において、令和５年度国民健康保険料（案）について審議、決定

していただきます。 

この結果に基づき、１１月末には県から１回目の事業費納付金の仮算定結果が示

され、その仮算定分の事業費納付金を基に、庁内協議、愛媛県及び２０市町が参加

する愛媛県国保運営方針連携会議での協議を経て、令和５年１月に事業費納付金の

本算定が県から提示されます。 

その事業費納付金の本算定を受け、令和５年２月に第２回運営協議会への諮問・

答申の後、市議会への予算上程というスケジュールで進めたいと考えています。 

以上、令和５年度国民健康保険料（案）についての説明を終わります。ご審議の

ほど、よろしくお願いします。 

 

 ただいまの説明について、何か質問はありませんか。 

 ご質問等がないようでしたら、次にその他として、「新居浜市の保健事業につい

て」、事務局より説明を求めます。 

 

資料の２２ページをお開きください。 

令和４年度においても、第２期データヘルス計画の中で重要課題としている特定

健診未受診者、特定保健指導対象者及び重症化予防に関して、優先的に取組を進め

ています。これらの事業は、保険者努力支援制度の評価指標にもなっています。 

２３ページをごらんください。 

保険者努力支援制度とは、国が保険者の保健事業等の取組を評価し、国が定めた

基準を達成した保険者に対し、交付金を増額する制度です。令和３年度決算におい

て、４，６１５万１，０００円交付があり、令和４年度は、５，３２７万 

２，０００円交付の見込みです。令和３年度から４年度に掛けて、取組に対する評

価点が増加し、交付予定額が大きく増額しています。県内順位についても、令和４

年度は３位に上昇しています。①特定健診受診率、②特定保健指導実施率、③重症

化予防の各取組は、配点の割合が高くなっています。 

次に、それぞれ取組について、説明します。 

２４ページをお開きください。まず特定健診未受診者に対する取組についてです。 

特定健診受診率は、平成３０年度３１．３％、令和元年度３３．１％と増加して

いましたが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の流行から、感染拡大防止の

ため、集団健診を中止したり、被保険者自身が受診を控えたり、受診率は下がりま

した。このことは、愛媛県の受診率を見ていただいても、わかると思います。今回、

保険者努力支援制度の交付額が増額した背景には、令和元年度の特定健診の受診率

が上昇したことが要因の一つとなっています。令和３年度の特定健診の受診率につ

いては、令和４年５月の速報値ではありますが、３２．３％となっており、平成３
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０年度の受診率を上回る見込みとなっています。令和４年度においても、更なる受

診率の向上を目指して取組を進めて参ります。 

２５ページをごらんください。特定健診受診率向上のための取組についてです。 

ＷＥＢ予約の周知を強化しました。令和３年９月１日から、がん検診のＷＥＢ予

約を開始し、市政だより、ホームページにおいて周知を図り、若い世代の方から予

約をいただいています。令和４年度は４月２０日から令和５年１月末までＷＥＢ予

約を受け付けています。 

２つ目に、かかりつけ医から患者に対して、特定健診を勧めていただけるように

新居浜市医師会を通じて、お願いしました。新型コロナウイルス感染症の影響があ

る中で、健診にもご協力をいただき、大変感謝しています。 

３つ目に、個別健診の周知を強化しました。感染症予防等の観点から集団健診を、

受けることを控えられる方もいらっしゃいます。被保険者自身が健診受診につなが

るように、個別健診の周知を積極的に行いました。 

４つ目に、糖尿病治療者、治療中断者に対し、特定健診の受診勧奨を行いました。

これは保険者努力支援制度の重症化予防の取組の中でも加点項目となっています。

糖尿病治療者、治療中断者の中で、特定健診を受診していない方を選定し、特定健

診受診勧奨のはがきを１，５４４人に送付しました。 

２６ページをごらんください。特定保健指導対象者に対する取組についてです。 

特定保健指導は、令和元年度に５５．７％と対前年度比で、５ポイント上昇し、

データヘルス計画の目標値を上回りました。令和２年度は、新型コロナウイルス感

染症の影響が大きい中でも、電話や手紙など対面によらない方法を取り、５７．１％

とさらに増加しました。本市は、全国的にも高い実施率となっており、保険者努力

支援制度において、全国上位３割の保険者に入り、ポイントが加点されています。 

平成３０年度以降、実施率５０％を超えるようになった理由として、資料２７ペ

ージをごらんください。 

特定保健指導を利用する方が増加した大きな要因は、集団健診会場において、初

回面接を分割して実施できるようになったことです。 

まず特定保健指導対象者については、特定健診の結果から、生活習慣の改善によ

る生活習慣病の発症の予防が高く期待できる方を抽出し、決定します。対象者には、

保健師、管理栄養士といった専門職が生活習慣の見直しをサポートしますが、この

とき必ず面接することが定められています。特定健診の結果が出たら、結果説明会

を開きます。ここに来場された対象者に利用の同意をいただければ、そこで初回面

接を行い、行動目標を決定します。これで特定保健指導の利用が始まります。説明

会に来られない対象者に対しては、家庭訪問を行いますが、それでも会えない場合

は、特定保健指導未利用者となり、実施率が伸び悩む要因の一つとなっていました。

平成３０年度の制度緩和に伴い、本市においては特定健診の際、初回面接を分割し

て実施できるように実施方法を改善しました。具体的には、集団健診の際、待ち時

間などを利用し、対象となり得る受診者に面接を行い、あらかじめ生活背景や、治

療状況などの聞き取りを行っておきます。健診の約１か月後に結果が出た際、改め

て電話する等、受診者本人とお話し、行動目標を決定して、特定保健指導の利用に
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つなげる流れになります。その後は、３か月から６か月後、再度生活習慣などの聞

き取りを行い、評価を得た対象者の数により、特定保健指導実施率が算出されます。

対象者と会えないことが、これまで実施率が伸び悩む一因でありましたが、集団健

診会場において特定保健指導対象者と対面して話せる機会を逃さず、有効活用でき

るようになったことで、特定保健指導実施率は、大きく上昇しました。 

２８ページをお開きください。健診結果説明会についてです。集団健診、個別健

診において受診した全ての特定健診受診者に対して、案内しているものです。様々

な方と直接お話しできる、お伝えできる機会であり、保健師及び管理栄養士が大切

に考えている事業です。結果説明会では、来場者一人一人に、保健師かあるいは管

理栄養士から、健診結果に応じた説明を行っています。その際、受診者個々に応じ

た資料を準備し、例えば毎年受診されている方には、健診結果の経年表を示して、

当該年度の結果だけではわからない、ご自分の体の変化を認識していただく機会と

なっています。受診者は健診結果から、対象者に応じた保健指導①から④に区分し

ています。 

まず、①特定保健指導対象者については、先ほどお話ししたとおりです。 

次に、②糖尿病、血圧、脂質異常症等、要医療者の受診者については、受診と継

続した治療を勧めています。また心電図の有所見者については、心エコーや頸動脈

の検査ができる循環器内科への受診を勧めています。②の要医療の方や、③の糖尿

病患者の方への支援については、重症化予防の取組の中で説明します。 

次に、④リスク要因のない方、治療中でコントロール良好の方については、その

方に合った情報を伝えるようにしています。特に治療中でコントロール良好の方に

ついては、治療を中断しないように支援しています。結果説明会は、特定健診受診

者と直接お話しできる大切な機会であるため、できるだけ多くの方に参加していた

だきたいと思い、受診者のインセンティブとなるよう、食品ラップなどをお渡しし

ています。その結果、出席率は１０％向上しました。 

２９ページをごらんください。特定保健指導実施率向上を目指す上での課題と取

組についてです。 

１つ目の課題としては、特定保健指導利用者のうち、個別健診受診者の利用が伸

び悩んでいることです。これに対しては、個別健診受診者のための結果説明会を、

年に１２回増設して実施しており、国保課１１番窓口においても随時保健指導を行

っています。 

次に、かかりつけ医からも、国保の特定保健指導を受けるように勧めていただい

ています。さらに市内の委託医療機関のうち、２つの医療機関では特定健診受診時

に、特定保健指導も実施していただくように協力いただいています。加えて、令和

４年度から新たな取組として、医療機関において特定健診を受診する際に、質問票

と合わせて、ライフスタイルアンケートの記入をお願いしています。このアンケー

トは、食事や運動の習慣といった、ふだんの暮らし方などの聞き取りを行い、保健

指導や受診勧奨につなげるものです。 

また２つ目の課題として、特定健診受診者の増加に伴い、保健指導の対象者数及

び重症化予防の対象者数が増加しており、医療専門職のマンパワー確保、保健指導
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の質の向上の必要性が挙げられます。これに対しては、保健指導講習会や、係内で

事例検討を含めた勉強会を開催し、どの職員が対応しても、保健指導の質を確保で

きるように努めています。 

３０ページをお開きください。最後に、重症化予防の取組についてです。 

本市では、新居浜市医師会にご協力いただき、糖尿病腎症、心疾患、高血圧未治

療者への重症化予防の取組を実施しています。 

糖尿病腎症重症化予防の取組は、平成２９年度から継続して実施しています。未

治療者や中断者に対して、受診を勧める文書をお渡しして、医療につないでいます。

また重症化リスクの高い方については、紹介状を作成し、糖尿病専門医への受診を

勧めています。さらに新居浜市糖尿病重症化予防検討会を実施し、市内の糖尿病専

門医から、本市の取組について、ご助言をいただいています。令和３年度は、各医

療機関を巡回し、実施しました。 

次に、心疾患重症化予防の取組についてです。これは令和２年度に開始した事業

です。愛媛県では心疾患で死亡される方が多く、本市も例外ではないため、虚血性

心疾患予防に、特に力を入れて取り組んでいます。集団健診受診者全員に心電図検

査を行っているのは、愛媛県内では、本市のみの取組です。特定健診において行っ

た心電図検査で要医療、要精密検査となった方に対し、紹介状を作成し、市内の総

合病院の循環器内科への受診を勧めており、受診を勧めた方ほとんどの受診に結び

ついています。その中には、受診につながって命拾いしたと、御礼を伝えに、国保

課へ来庁された方もいらっしゃいました。 

最後に高血圧未治療者への取組です。令和３年５月の研修において、医療費分析

を行った結果、改めて高血圧が課題として上がっており、令和３年度から取組を強

化しています。資料３１ページ、本市の医療費の状況をごらんください。国保の外

来・入院のレセプトを分析しますと、入院件数は４．１％、外来件数は９５．９％

となっています。一方、入院の費用額は４９．２％、外来の費用額は５０．８％と

なっています。わずか４％程度の件数で、およそ半分の費用額を占めていることが

わかります。同規模の保険者と比較すると本市は、入院の割合が高い傾向にあるこ

とがわかりました。本市においては、通院のみでは済まずに、重症化して入院に至

る割合も高いことがわかりました。また高額の費用額のレセプトを確認すると、心

疾患、脳血管疾患も多数あり、その中には倒れてから初めて、高血圧の治療を始め

られた方もいらっしゃいました。重症化してしまう前の段階で、未治療者を医療に

結びつける取組を進めることが重要であると考え、取組を進めているところです。 

３２ページをお開きください。現在実施している未治療者を医療に結びつける支

援の流れです。 

まず健診結果から高血圧などの未治療者や中断者を抽出します。絞り込んだ対象

者について、過去の健診結果やレセプト情報を確認し、専門職によるカンファレン

スで１人ずつ支援方法を決定していきます。健診の１か月後に開催する健診結果説

明会では、このカンファレンスの内容に基づき、対象者と一緒に健診結果を読み解

き、受診の必要性を伝えています。説明会に来られなかった方には、家庭訪問を行

い、同様に受診の必要性を説明しています。どうしても会えなかった場合でも、電
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話や手紙で治療を勧めています。その後、医療機関を受診されたかどうか、治療が

始まったかどうか、レセプトなどで確認して、確実に医療につながったことを確認

しています。このような流れで、医療機関への受診を勧めていますが、未治療者の

割合はまだまだ高い状況です。 

３３ページをごらんください。３１ページの医療分析の結果、高血圧が課題に挙

がっていることに触れましたが、これについて、令和２年度の特定健診受診者の高

血圧の治療状況から、詳しく説明します。 

Ⅱ度以上の高血圧、上が１６０、下が１００以上ある方は、医療機関の受診が必

要とされており、令和２年度は４８０人いました。そのうち未治療者は２９６人で、

６１．７％の方が治療されていませんでした。愛媛県内の他市町と比較すると、本

市の未受診者の割合は、県内の高い方から数えて３番目であることもわかりました。

未治療者に医療機関への受診を勧めますと、「健診の時だけ高かった」「家で測っ

たら低い」「これくらいだったら大丈夫」「薬は飲みたくない」という声をよく聞

きます。特に「家で測ったら低い」という理由で医療機関を受診しない方が多い傾

向にあります。そこで家庭において、血圧を測定し、ご自身で確認していただきた

いと考え、血圧記録手帳を配付し、受診を勧める取組を開始しています。 

３４ページをお開きください。家庭血圧を用いた受診勧奨です。「家で測ったら

低い」のは、本当に低い場合と、ご本人が低いと思っているだけで、本当は基準を

超えている、正しい計測ができていない場合とが考えられます。集団健診の時に、

高血圧に当たる方には、血圧記録手帳を配付し、血圧の記録をするように伝えてい

ます。説明会や家庭訪問でお会いしたときに、家庭で計測した記録を拝見し、確認

しています。このことにより、「家で測ったら低い」を見える化することができま

した。家庭血圧で基準を超える方には特に、血圧記録手帳を持参され、かかりつけ

医に診ていただけるようにお願いしています。また医療機関の医師には、本市は未

治療者の割合が高く、未治療者を確実に治療に結びつけるため、健診で血圧が高か

った方に対し、手帳をお渡しし、家庭での血圧測定、それを持参し、医療機関への

受診を勧めていることを、文書で伝えています。このことにも、ご協力をいただい

ております。 

血圧記録手帳に記録してくださった方の反応としては、「正しい血圧測定のタイ

ミングを知らないまま、時間を気にせずに測っていた」とか、中には「お風呂上が

りの血圧が低いから、その時に測るようにしている」という方もいました。「自分

では低いと思っていたが、実際に手帳に記録して見ると、病院へ行かないといけな

いことに気づかされた」という方もいました。これまで血圧測定をされていなかっ

たものの、これを契機に血圧測定が習慣化された方もいました。この事業は、令和

３年１０月から開始したところで、十分な評価には至っていませんが、今後も家庭

血圧を測定していただき、最終的には未治療者の割合が低下することを期待して、

継続実施したいと考えています。 

３５ページをごらんください。最後に、今後の課題についてです。 

特定健診未受診者については、個別健診の受診率向上、特定保健指導対象者につ

いては、個別健診後の特定保健指導の実施率向上、重症化予防については、未治療




